
 

（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

 

Ⅰ 現状 

（１）地域の災害リスク 

   山口市の地勢は、北に中国山地を背負い、南に瀬戸内海を臨み、比較的幅の狭い市街地が北南

に連たんしている。北部には、なだらかな丘陵地が広がり、その背後の広大な山陵には農山村地

帯が散在している。 

   市の北部には、飯ヶ岳、西・東鳳翩山、十種ヶ峰、高岳山など標高 700ｍから 1,000ｍの山並

みが続いている。 

   また、河川は、佐波川、椹野川及び阿武川の 3河川が存在する。当会議所管内（旧山口市・旧

小郡町）を縦断する椹野川は、龍門岳に発し、山口盆地を南西に流れ、途中山口市山口地域で最

大支川の仁保川、一の坂川などの支川を合わせ、小郡仁保津の狭さく部を過ぎてその向きを南に

変え、吉南平野を貫流して周防灘の山口湾に注ぐ、流域面積 322.4ｋ㎡、長さ 30.3ｋｍの２級河

川であり、洪水を防ぐため昭和 59 年に椹野川の支流である一の坂川に一の坂ダムが、昭和 63

年に荒谷ダムが造られている。 

   これらの河川により、浸食された深谷の地形は急傾斜地が多いため、地すべり、山崩れ及び土

石流の発生が多くみられる。 

   また、港は、山口港、秋穂港、青江港、山口東港、湾は山口湾、秋穂湾、尻川湾、中道湾、大

海湾が存在し、海岸地域では、過去の開墾等による造成地があること、また海岸線が複雑に入り

組んでいることから、高潮、津波の危険性も大きい。 

   当所管内（旧山口市・旧小郡町）における災害リスクは山口市が作成したハザードマップによ

り、下記のとおり想定される。 

 

① 洪水（椹野川・仁保川・今津川・南若川等） 

平成２７年５月に改正された水防法に基づき、想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域

が指定されている。 

当会議所本所が立地する中心市街地において、0.5ｍ未満や 0.5ｍ～3.0ｍ未満、当会議所広

域ビジネスサポートセンターが立地する新山口駅周辺は、3.0ｍ～5.0ｍ未満、さらに椹野川下

流域には 5.0ｍ以上の箇所も点在する。 

 

②土砂災害 

  台風や集中豪雨・地震が原因で、地すべり、土石流、がけ崩れによる土砂災害が発生する。 

 山口市内においては、山間地域には、土石流とがけ崩れのリスクが高く、中心市街地において

は、比較的リスクは少ない。 

  平成 21 年７月中国・九州北部豪雨により、土石流 14 件、急傾斜地のがけ崩れ 7件、地すべ

り 0件発生している。 

 

  ③津波・高潮 

    山口県の瀬戸内海沿岸で「最大クラスの津波」を発生させる地震としては、南海トラフ巨大 

地震、周防灘断層群主部の地震の２つが想定される。 

    【当所管内において津波による浸水が想定される地域】 

      小郡、陶、名田島、秋穂二島、嘉川、佐山  

    平成２７年５月に改正された水防法に基づき、山口南沿岸において想定最大規模の高潮によ



る浸水想定区域が指定されている。 

【当所管内において高潮による浸水が想定される地域】 

小郡、陶、鋳銭司、名田島、秋穂二島、嘉川、佐山 

 

  ④地震 

  大原湖断層系の活断層が活動した場合、揺れの強さは兵庫県南部地震相当の非常に激しい揺 

れになるものと考えられる。その場合、山口市、宇部市東部に極めて大きな被害を生じ、県の 

中央部で交通網をはじめ様々なものが東西に分断されることになる。特に、大原湖断層系のう 

ち、県中央部の山口盆地に位置する「山口盆地北西縁断層」による地震が発生した場合、山口 

市の中心市街地において多くの被害が想定される。 

   同じ方向で「山口盆地北西縁断層」の南部に位置し、『大原湖断層系』を構成する「宇部東 

部断層」と「下郷断層」の二つの断層が同時に活動する場合、山口市から宇部市にかけて多く 

の被害が想定される。 

 

  ⑤その他 

    山口市では、平成 21年 7月中国・九州北部豪雨により 1時間に最大 77㎜（24 時間雨量 277

㎜）の非常に激しい雨が襲い、県内各地で土砂災害が発生。市内でも小鯖地区、小郡地区など

土砂災害による地域の孤立や、断水等の被害があった。また、平成 25 年には阿東地域におい

て阿武川がはん濫、市内中心部では湯田地域において内水の被害があった。令和 5 年には、7

月 1日の未明に山口県に線状降水帯が発生し、大歳地区、大内地区、小郡地区等市内各地で浸

水被害が発生した。 

 

  ⑥感染症 

    新型インフルエンザは、毎年流行を繰り返してきたインフルエンザウイルスとウイルスの抗

原性が全く異なる新型のウイルスが出現することにより、およそ 10 年から 40 年の周期で発

生している。 

ほとんどの人が新型のウイルスに対する免疫を獲得していないため、今般の新型コロナウイ

ルス感染症のような未知の感染症の発生は、その感染力の強さから、本市においても大きな健

康被害とこれに伴う社会的影響をもたらすことが懸念されている。 

 

 

                                 

（２）商工業者の状況 

   ・山口市管内商工業者数（令和 3年経済センサス） 

商工業者数 小規模事業者数 小規模割合 

5,939 4,119 69.4% 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   〈参考〉令和 5年度山口市統計（山口市産業大分類別） 

業種 事業者数 
小規模 

事業者数 
立地状況 

卸売業・小売業 2,119 1,078 中心市街地を中心に広域に分散 

宿泊業・飲食サービ

ス業 
790 391 

宿泊業は、湯田地域に最も多く、次いで

小郡地域に集中。 

建設業 758 693 市内広域に分散 

製造業 284 203 市内広域に分散 

生活関連サービス

業・娯楽業 
683 526 

市内広域に分散 

その他 3,491 - 市内広域に分散 

    ※令和 5年度山口市の統計より（小規模事業者数については、卸・小売業、宿泊業・飲食サ

ービス業、生活関連サービス業・娯楽業は、従業員数 1～4 人、建設・製造業は 1～19 人

から引用） 

 

 

（３）これまでの取組 

 １）当市の取組 

   ①山口市地域防災計画の策定 

     災害対策基本法第４２条の規定に基づき、山口市防災会議が作成。 

この計画は、国の防災計画及び山口県の地域防災計画に基づき、本市地域における防災対 

策に関して総合的かつ基本的性格を有するものである。 

また、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると認めると 

きはこれを補完し修正している。 

      

   ②山口市防災ガイドブックの作成及び配布 

     地域別のハザードマップと防災に必要な情報を１冊にまとめた、山口市防災ガイドブック 

（仁保、小鯖、大内、宮野、大殿、白石、湯田、吉敷、平川、大歳）（小郡、嘉川、佐山、 

阿知須）（陶、鋳銭司、名田島、秋穂二島、秋穂）（阿東）（徳地）、山口市防災ガイドブック 

津波・高潮編（小郡・秋穂・阿知須・陶・鋳銭司・名田島・秋穂二島・嘉川・佐山）を作成 

し、対象区域への全戸配布や市ウェブサイトへの掲載等により防災意識の啓発に努めてい

る。 

 

   ③山口市防災メール配信サービス等の提供 

     登録制によるメール配信や市公式 LINE 等により、気象警報、雨量、水位など防災情報や、

避難に関する緊急情報を提供している。 

    

④防災訓練 

図上訓練では、大規模災害の発生を想定し、災害発生後における市及び防災関係機関等が

実施すべき各種応急対策の確認を通じて、防災対策の習熟と防災関係機関相互の協力、連携

体制の確立などを図っている。 

実働訓練は、地域の特性、危険性、過去の災害の教訓等に対応した内容で実施しており、

市民の防災対策に関わる防災グッズの展示等を企業等関係者の協力により行っている。 

 

   ⑤防災備品の備蓄 

災害が発生した場合、民間企業等に対し、直ちに供給要請を行うことができるよう応援協 



定を締結。食料の確保、飲料水の供給、生活必需品等の確保に努めている。 

 

   ⑥山口市新型インフルエンザ等対策行動計画の策定 

     国・県の行動計画を踏まえ、本市における新型インフルエンザ等対策の基本方針として作

成。本市における新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項や市が実施する措

置等を示すとともに、病原性の高い新型インフルエンザ等への対応を念頭に置きつつ、発生

した感染症の特性を踏まえ、様々な状況で対応できるよう、対策の選択肢を示す。 

 

 ２）当会議所の取組 

  〈小規模事業者への取組〉 

    ①事業者ＢＣＰに関する国の施策の周知及び計画策定支援 

    ②被害のあった小規模事業者への資金繰り等の相談対応 

③被害状況の把握及び行政への報告による支援の対応 

     山口県や山口市から依頼があった場合に、下記の方法にて情報収集し、報告。 

      【方法】被害のあった地域の事業所へ電話にて確認した情報 

          事業者から窓口・巡回相談時に報告された情報 

    ④事業継続計画（ＢＣＰ）策定研修等による知識習得 

      山口県と包括協定を締結された損保会社による事業継続計画策定研修を経営指導員等 

     を対象に実施。 

  〈当会議所職員への取組〉 

    ①職員緊急連絡簿の整備及び配布 

②避難所の届出 

③消火器の設置 

④防災備品の備蓄 

 

Ⅱ 課題 

  事業継続力強化支援事業は、商工会議所が行う経営改善普及事業の一環として、小規模事業者の

経営基盤強化のために新たに位置づけられたものである。 

商工会議所として、小規模事業者が事業を継続・持続していくうえで、切れ目のない伴走型支援

をおこなう中のひとつの課題として、小規模事業者の経営資源の管理やリスクマネジメントの普

及・啓発に取り組んでいかなければならない。 

  

（１）小規模事業者への支援に対する課題  

 ①小規模事業者の経営課題として優先順位 

   過去のアンケートでは、「人材確保」や「売上の低迷・不振」などが経営課題の優先順位上

位を占めており、昨今の原油価格・物価高騰等の影響により、小規模事業者のＢＣＰ対策は、

経営課題として優先順位が高くない。 

管内商工業者のうち、小規模事業者は 69.4％（令和 3 年経済センサス）を占めるため、管

内すべての小規模事業者への周知・普及も課題である。 

   

②事業継続力強化計画申請支援の実績 

  山口県の事業継続力強化計画認定企業数は、757 企業（令和 6年 10月末日時点）。全国の約

1.1％程度である。山口市内の認定企業は、山口県内の約 6.6％程度であり、当会議所におけ

る申請支援実績も、少ないのが現状である。 

   

  ③ＢＣＰ対策として経営資源の管理 

    被災時の被害規模の把握及び資金調達などに提出しなければならない罹災証明に必要な被 

害額を提示するのに、各事業者による経営資源の管理の徹底が不可欠である。 



  また、感染症対策において、地区内小規模事業者に対して予防接種の推奨や手洗いの徹底、

体調不良者を出社させないルール作りや、感染拡大時に備えてマスクや消毒液等の衛生品の備

蓄、リスクファイナンス対策として保険の必要性を周知するなどが必要である。 

 

 （２）当会議所としての課題 

  ①平時・緊急時の対応 

令和２年２月に当会議所災害時対応マニュアルを作成し共有されているが、緊急時に迅速な

対応ができるよう職員の更なるレベルアップが必要である。 

   

②ＢＣＰに係る関係機関との連携体制 

 山口県と包括協定を締結している損害保険会社を講師に山口県内商工会議所経営指導員等

を対象とした研修会を更に充実させる。 

 

 

Ⅲ 目標（当会議所としての行動指針） 

 

   

 

   

 

 

 

１．小規模事業者の経営基盤を強化させるためのＢＣＰ対策の普及・啓発の強化 

管内小規模事業者に対し、災害がもたらす経営リスクの認識し、事前に実行性のあるＢＣ 

Ｐ対策の必要性を周知する。 

    ①窓口・巡回相談時における周知（窓口・巡回件数 1,100 件／年） 

    ②当所月報（2回程度／年）及びＨＰ等を活用した周知 

    ③セミナー等におけるＢＣＰ対策の周知（セミナー開催１回／年） 

    ④ＢＣＰ対策支援 30 件／年 

    ⑤事業継続力強化計画申請支援 3件／年 

  

２．当会議所のＢＣＰ支援体制の強化及び災害時対応マニュアルの円滑な運用 

    ①被災調査や経営支援をおこなう経営指導員等の経営支援スキルの強化 

②災害時対応マニュアルの周知・徹底と職員研修会の充実  

      

 ３．ＢＣＰに係る関係機関との連携体制の強化 

    ①金融機関、損保会社、専門家等との連携強化 

 

４．事業継続力強化支援計画のＰＤＣＡによる見直し 

   ①当会議所と当市において、定期的（年１回程度）に会議を開催し、変更があれば山口県へ 

    報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

●ＢＣＰ対策による小規模事業者の経営基盤強化のための支援強化 

●緊急時に円滑な小規模事業者への支援ができる被害情報収集及び報告スキームの

運用 



事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間（令和７年４月１日～令和１２年３月３１日） 

 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 

   当会議所と当市は、下記の通り役割分担及び連携し、平時から小規模事業者が防災・減災に向 

けた取組を推進するため、発災した場合に円滑な小規模事業者への支援ができるように以下の事

業を実施する。 

＜１．事前の対策＞ 

 １）小規模事業者に対する災害リスクの周知 

  〈当会議所が行う対策〉 

   ①窓口・巡回相談時における周知（窓口・巡回件数 1,100 件／年） 

    ・当所が作成したＢＣＰ対策の啓発チラシを月報手配り時に配布し、啓発に務める。 

・山口市が作成した「山口市防災ガイドブック」の活用を促し、地域の被害想定箇所の事

前把握を推進する。 

・山口市が取り組む「山口市防災メール」（事前登録制）等の周知を行い、活用促進を図

る。 

     ・中小企業庁が作成するパンフレットを活用し、普及・啓発を図る。 

    ②当会議所月報（2回程度／年）及びＨＰ等を活用した周知 

 ・当会議所月報に国の施策や小規模事業者が取り組むＢＣＰ対策などを紹介する。 

     ・管内小規模事業者向けにＨＰ等を活用し、周知する。 

    ③セミナー等におけるＢＣＰ対策の周知（セミナー開催１回／年） 

    ・小規模事業者向けの事業継続の取組に関するセミナーを開催し、普及啓発や国・県・ 

     市の施策の周知や損害保険の紹介等を行う。 

   〈当市がおこなう対策〉 

   ①市報、市ウェブサイト及びオープンマップによる山口市ハザードマップの掲載及び各種関 

    連情報の提供 

       

 ２）当会議所自身の事業継続計画の職員への周知・徹底 

   ①令和 2年 2月に作成した「山口商工会議所災害時対応マニュアル」及び事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）を全職員に周知・徹底し、災害時の対応を認識させる。 

 

 ３）関係団体等との連携 

   ①山口県と包括協定を締結されている損保会社と連携し、管内小規模事業者を対象とした 

普及啓発セミナー等を開催する。 

        ②小規模事業者への支援において連携している金融機関や専門家等と経営計画策定等に経 

営資源の管理、リスクマネジメントについて周知、提案。 

 

４）フォローアップ 

  ①「ＢＣＰ対策支援」の実施 

    事業所からＢＣＰ計画及び事業継続力強化計画の策定をどのように進めたらよいか相

談があった場合や、具体的に事業場の災害対策レイアウト等の助言など、啓発活動から一

歩進んだ支援をおこなう。 

②事業継続力強化計画の申請支援 

必要に応じ「事業継続力強化計画」の認定取得の推進や認定後のフォローアップに取り

組む。 

 

 



５）当該計画に係る訓練の実施等 

  １）自然災害が発生したと仮定し、当会議所と当市との連絡ルート及び被害情報収集の流れ

の確認をおこなう。（年１回程度） 

  ２）情報収集による当該計画の見直し（必要に応じて） 

 

 

＜２．発災後の対策＞ 

  地震、大型台風、集中豪雨など大規模災害の発生時には、人命安全確保を最優先とし、下記の

手順により地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡、対応する。 

 ①応急対策の実施可否の確認 

   

 

   ・災害発生後、災害対策本部が設置されるまでの間、安否確認実施責任者が安否確認を実施 

し、確認結果の取りまとめを行う。 

    【安否確認方法】事務所内・・・口頭伝達、ＳＮＳ（エルガナ等） 

            事務所外・・・電話、ＳＮＳ（エルガナ等）により連絡する。 

                   災害用伝言サービスを活用する。 

   ・国内感染者発生の場合には、職員の体調確認を行うとともに、事業所の消毒、職員の手洗

い・うがい等の徹底を行う。 

   ・感染症流行や、新型インフルエンザ等対策特別措置法第３２条に基づき、政府による「緊

急事態宣言」が出された場合は、当市における感染症対策本部設置に基づき、当会議所に

よる感染症対策を行う。 

   

 

  安否確認実施責任者は、発災後、災害対策本部が設置されるまでの間、安否確認結果をも 

とに勤務可能な人員の把握をおこなう。 

 

 

     当会議所は、事象に関わらず、ある事象が発生し、人命に関わるもしくは恐れがある、ま

たは被害が拡大していく緊急状況と判断した場合は災害対策本部を設置する。 

    地震の場合は、本地区に震度６以上の地震が発生した場合に設置。集中豪雨・台風等の特 

別警報等が発令された場合は、災害対策本部長は状況を見ながら、その都度判断するものと 

する。地域総合経済団体として、適切な情報発信・情報提供ができるよう、早急に災害対策 

本部を設置するとともに、対策本部等の拠点を確保する。 

  

 

 ＢＣＰ対応への判断、対応する災害レベルの選択により、ＢＣＰを発動する。 

     

 ②応急対策時の方針決定 

 

 

迅速な被害情報の把握及び情報共有をおこなう。当会議所で収集した情報を山口市ふるさ 

と産業振興課へ報告し、相互に被害情報を共有する。 

 当会議所は、山口市と共有した情報を山口県経営金融課へ指定された様式にて、災害に伴 

う被害状況をファックスもしくはメールにて報告する。 

 

 

 災害対策本部が設置され、被害状況や被害規模が大きく職員だけでは対応が不可能である 

１．【当日の対応】職員（嘱託、臨時職員、派遣社員を含む）等の安否確認 

２．【当日の対応】勤務可能な人員の把握 

３．【当日の対応】災害対策本部の設置 

４．【当日の対応】災害対策本部による災害関連業務各班の設置判断・指示 

１．【当日～１週間程度】当会議所と当市で被害状況や被害規模の情報共有・報告 

２．【当日～１週間程度】被害状況や被害規模に応じて応急対策の方針を決定 



ると判断した場合、山口県商工会議所連合会へ報告、相談する。山口県内の近隣商工会議所 

等へ応援要請をおこなう。 

   

 

      

 

 

     事業者の安否確認、被害の状況を電話もしくは訪問により確認し、情報を当市へ下記の 

    とおり報告し、情報共有する。 

 また、当会議所は、山口県から指定された様式にて、災害に伴う被害状況を山口県経営 

金融課へファックスもしくはメールにて報告する。 

発災後～２週間 １日に２回程度共有する（午前・午後） 

２週間～４週間 １日に１回程度共有する 

４週間以降 ２日に１回程度共有する 

 

 

３．発災時における指示命令系統・連絡体制 

  発災時に管内の小規模事業者の被害情報の迅速な把握・報告及び指示命令系統・連絡体制を 

構築する。 

 感染症の流行の場合、国や都道府県等からの情報や方針に基づき、当会議所と当市が共有し

た情報をメールまたはＦＡＸにて当会議所より山口県経営金融課へ報告する。 

 

【１．発災時における連絡体制（被害情報の報告ルート）】 

   

                ※情報は、一元的に山口県において整理。 

 

 

 

  

 

 

   

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

     

①当会議所は、管内小規模事業者等の被害状況を情報収集する。 

②当会議所と当市の小規模事業者等の被害状況の情報提供により定期的に情報共有する。 

③山口県から小規模事業者等の被害状況の情報提供を当会議所へ依頼する。 

④当会議所は、山口県経営金融課へ被害情報を報告する。 

４．【当日～ 】継続した被害情報の把握及び情報提供 

３．【当日～１週間程度】（特別）相談窓口の設置 

山口県経営金融課 経済産業局等 

山口市 

山口県商工会議所連合会 

山口商工会議所 

山口市内商工振興会、白石地区、大殿地区、仁保地区 

 

① 
② 

③ ④ 

 

⑤ 

⑥ 



  ・商工被害（工業原材料、商品、生産機械器具等）の被害状況・被害額等 

・建物等商工被害以外（被害状況、被害金額等） 

 ⑤山口県経営金融課より経済産業局へ被害情報を報告する。 

 ⑥当所職員だけでは対応が難しい場合、山口県商工会議所連合会へ報告、相談する。 

  

〈 参考 〉全体の流れ 

 

 

 

  

 

 

   

 

            

 

 

    

 【２．（特別）相談窓口設置に係る指示命令系統】 

   

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

   

 

４．応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援 

   

  被害状況調査・緊急相談窓口を通じ、地域の商工業者への積極的な情報提供をおこなう。 

 

   

    国・県・市の実施する緊急支援制度（被災中小企業者への救済援助措置）の情報収集を   

行う。既存の制度で災害時に使える制度に関して当該実施機関に問い合わせを行う。 

  

  

    災害対策本部設置後、地区内小規模事業者に対する相談窓口を開設し、国等が実施する支 

援制度の情報提供をおこなう。必要に応じて出張窓口相談を行う。 

   ※災害救助法が適用された場合は、特別相談窓口を設置する。 

   

 

 国等が実施する支援制度の情報を事業者へ提供・支援 

山口商工会議所 

災害対策本部（本部長） 

山口市 
ふるさと産業振興課 

相談窓口設置（中小企業相談所） 

山口市災害対策本部 

山口県 内閣府 

山口市 山口商工会議所 

 

 

 

１．【翌日～ 】緊急支援制度の情報収集 

２．【翌日～ 】（特別）相談窓口の設置 

３．【翌日～ 】（特別）相談窓口における情報提供・支援 



 

 

   事業所を訪問し、安否の確認・事業継続等アンケート調査を行う。 

  

  

    県や市等との被害額算定に関する協議を行い、罹災証明の発行に必要な資料を作成する。

被災した事業者について、県や市等と連携し、被害額の算定を行う。（依頼がある場合） 

        

  

    巡回等により収集した情報をもとに、事業者へ支援情報の提供等を的確に行う。 

  

 

５．地区内小規模事業者に対する復興支援 

   管内の商工業者のうち、約７割が小規模事業者である。小規模事業者の災害による損失は、

地域経済への大きな影響となる。小規模事業者への復興支援を下記のとおり実施する。 

 

  ①復旧・復興支援体制の構築 

当会議所と当市の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し

支援を行う。 

    また、被害規模が大きく、当所職員だけでは対応が困難な場合は、山口県商工会議所連合

会へ相談、報告し、近隣商工会議所への応援要請を依頼する。更に、人員不足の場合は、日

本商工会議所等へ報告、相談する。 

 

  ②相談窓口（特別相談窓口）の設置 

    窓口・巡回相談による再建に向けた課題解決の支援をおこなう。 

   

  ③相談体制の拡充（常時） 

   ・当会議所経営指導員１１名、中小企業診断士、社会保険労務士等専門家によるワンストッ

プの相談対応。 

・資金繰りの円滑化や事業復旧に向けた金融機関等との連携による国等支援策の活用支援 

  ・再建に向けた小規模事業者持続化補助金等の申請支援 

・再建に向けた被災中小企業復興支援等の申請支援 

 

④小規模事業者の復旧に向けたニーズを行政へ要望する。 

事業所を訪問し、実施した事業継続等アンケートの調査結果をデータベース化し、行政 

への要望や個社支援に有効活用する。 

 

４．【翌日～ 】被災情報の収集 

５．【翌日～ 】被害額の算定 

６．【翌日～ 】支援情報の提供等 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和 7年 1月現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の 

事業継続力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経

営指導員の関与体制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

   経営指導員  淺川剛史、阿部誉久、松村純人（連絡先は、後述（３）①参照） 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

  １）本計画の企画及び実行（随時） 

  ２）本計画遂行に係るサポートやアドバイス（随時） 

  ３）本計画の進捗状況の管理（４半期に１回） 

  ４）本計画の見直しの提示（１年に１回以上） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

  山口商工会議所 中小企業相談所 

   〒753-0086 山口県山口市中市町１番１０号 

    TEL：083-925-2300 ／ FAX：083-921-1555 

    E-mail： yc@yamacci.or.jp 

 

②関係市町村 

  山口市役所 商工振興部ふるさと産業振興課 

   〒753-8650 山口県山口市亀山町２番１号 

    TEL：083-934-2719 ／ FAX：083-924-2650 

    E-mail： furu@city.yamaguchi.lg.jp 

 

山口商工会議所 
事務局長 

山口市 
商工振興部長 

山口商工会議所 
山口中小企業相談所 
（法定経営指導員） 

山口市 
ふるさと産業振興課 
 

山口市 
防災危機管理課 

確認 

連携 

広域ビジネスサポートセンター 
（法定経営指導員） 

 



（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

必要な資金の額 ４３０ ４３０ ４３０ ４３０ ４３０ 

 

 

専門家派遣費 

 

セミナー開催 

費 

 

 

３３０ 

 

１００ 

 

３３０ 

 

１００ 

 

３３０ 

 

１００ 

 

３３０ 

 

１００ 

 

３３０ 

 

１００ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

小規模事業経営支援事業費補助金、山口市他 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して事業

継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

あいおいニッセイ同和損害保険㈱山口支店  〒754-0014 山口県山口市小郡高砂町 2-8-8F 

山口支店長  清水 裕子 

 

損害保険ジャパン㈱山口支店山口支社    〒753-0076 山口県山口市泉都町 7-11-2F 

山口支社長  安田 崇浩 

 

東京海上日動火災保険㈱山口中央支社    〒754-0021 山口県山口市小郡黄金町 7-43-3F 

山口中央支社長  長澤 慶太 

 

三井住友海上火災保険㈱山口支社      〒754-0014 山口県山口市小郡髙砂町 2-8-4F 

山口支社長  藤塚 邦洋 

 

連携して実施する事業の内容 

 

ＢＣＰ普及啓発セミナー（１回／年） 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

ＢＣＰ普及啓発セミナー実施に係る講師の派遣、取引先への周知、セミナー終了時の損害保険制度説

明等 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口商工会議所 

あいおいニッセイ同和

損害保険㈱山口支店 
損害保険ジャパン㈱ 
山口支店山口支社 

東京海上日動火災保険

㈱山口中央支社 
三井住友海上火災

保険㈱山口支社 


